別紙様式２
2023年　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構
理事長　花角　英世　様

住所

商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　
参　加　申　込　書
　「新潟県首都圏情報発信拠点物産販売店舗等運営事業　募集要項」に基づき、以下のとおり公募への参加を申込みます。

また、下記事項に相違ないことを誓います。
1 　これまでに同様の事業に関する実績があり、かつ本事業を的確に遂行する経営基盤、資金等を有し、確実な履行が見込まれる者であること。
２　納付が義務付けられている都道府県税、法人税、消費税及び地方消費税を完納していること。

３　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

４　会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法の規定に基づく再生手続き開始の申立てがなされた者であっても、更生計画の認可が決定された者又は再生計画の認可の決定が確定された者を除く。）であること。

５　会社法（平成17年法律第86号）第475条若しくは第644条の規定に基づく清算の開始又は破産法（平成16年法律第75号）第18条若しくは第19条の規定に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること。

６　役員（役員として登記又は届出はされていないが事実上経営に参画している者を含む。以下この号において同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この号において同じ。）でないこと又は役員が暴力団（同条第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者でないこと。

７　宗教活動や政治活動を主たる目的とする者でないこと。
８　公募の参加に当たり、知り得た本事業に係る情報その他にいがた産業創造機構や県の情報（公知の事実以外）については守秘義務を遵守すること。
　　　　　　　　　　　　　　　      【担当者連絡先】
　　　　　　　　　　　　　　　　　      所　属      　　               
　　　　　　　　　　　　　　　　　      役職名         　　           

氏　名          　　           
　　　　　　　　　　　　　　　　      ＴＥＬ          　　           
　　　　　　　　　　　　　　　　      E-Mail　　　　　　　 　　　　　
共同企業体同意書
（幹事法人の商号又は名称及び代表者職氏名）　様
当社は、共同企業体の構成員として、新潟県首都圏情報発信拠点設置準備委員会が公募する「新潟県首都圏情報発信拠点　物産販売店舗等運営事業」（以下「事業」という。）を、貴社と共同で遂行することとし、以下の事項について同意します。
１　幹事法人及び代表者職氏名
当共同企業体の幹事法人の商号又は名称及び代表者は　　　　　　　　　　　　とする。
２　構成員の商号又は名称及び所在地等
　当共同企業体の構成員は次のとおりとする。
　【構成員１（共同企業体の幹事法人）】
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者職氏名
	

	役割
	


【構成員２】　　　　
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者職氏名
	

	役割
	


※共同企業体の構成員数に応じて項目を追加すること。
３　代表者の権限
当共同企業体の代表者は、事業の履行に関し、当共同企業体を代表して、その権限を行うことを明らかにした上で、にいがた産業創造機構等と折衝する権限、契約行為を行う権限及び当共同企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
４　構成員の責任
　各構成員は、事業の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
　年　　月　　日
	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	


　　　　　　　　　　　　　　　　
